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親会社による当社株式の一部売却予定、 

それに伴う親会社の異動に関するお知らせ 

 

当社の親会社であるステラケミファ株式会社（東証一部、証券コード 4109、以下「ステラケミファ」という。）

は、2022 年３月４日付で、当社の株式の一部を売却すること（以下「本株式売却」という。）を決議いたしま

した。これにより、当社を連結子会社から持分法適用関連会社とする予定であり、当社においても親会社の異

動が見込まれることとなりましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．異動予定について当社が知るに至った経緯 

2022 年３月４日付で、当社の親会社であるステラケミファより、当社の株式の一部を売却することを決議

し、その結果、当社を連結子会社から持分法適用関連会社に変更する予定である旨の報告を受けました。 

当該報告によると、ステラケミファは 2022 年４月より第３次中期経営計画のスタートを予定しており、そ

れに伴って、事業ポートフォリオの見直しを行うこととし、当社が単独で構成するメディカル事業セグメン

トと化学事業セグメントでは法令やレギュレーションが異なる上、両社間での原材料取引以外の事業シナジ

ー創出が無いことから、今後は一つのビジネスモデルとして貫かれた高純度薬品事業と運輸事業に一層の集

中を図る方針であること、また当社においてはその独立性を尊重し、連結経営状況や収支計画等に左右され

ることなく、戦略的な研究開発投資や海外での事業展開を迅速な意思決定により進めていくことが、両社の

企業価値向上に資すると判断したとのことです。 

これに伴い、ステラケミファは当社の親会社からその他の関係会社となる予定でありますが、2019 年７月

24 日付でステラケミファとの間で締結した原材料の独占的売買取引に係る契約に基づき、当社製品の主要原

材料である濃縮ホウ酸の安定供給にかかる体制等に変更はありません。また、本株式売却に伴う当社の事業

計画及び成長戦略に変更はなく、引き続き、両社は互いに協力関係を維持しながら企業価値向上を目指して

まいります。 

 

２．ステラケミファ株式会社の概要 

（１）名 称 ステラケミファ株式会社 

（２）所 在 地 大阪市中央区伏見町四丁目１番１号 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 橋本 亜希 

（４）事 業 内 容 高純度薬品の製造および販売等 

（５）資 本 金 4,829 百万円 

（６）設 立 年 月 日 1944 年２月１日 

（７）連 結 純 資 産 42,162 百万円（2021 年 12 月 31 日現在） 

（８）連 結 総 資 産 57,092 百万円（2021 年 12 月 31 日現在） 



（９）大株主及び持株比率 

（2021 年９月 30 日現在） 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）      10.44％ 

株式会社ＦＵＫＡＤＡ                    9.28％ 

（10）上場会社と当該会社の関係 

 
資 本 関 係 

2021 年９月 30 日現在で、ステラケミファは当社の株式を 12,760 千株（議

決権比率 44.55％）保有しております。（注） 

人 的 関 係 兼任者はおりません。 

取 引 関 係 原材料取引契約があります。 

（注）当社とステラケミファとの間で締結した原材料取引契約が「連結財務諸表に関する会計基準（企業会

計基準第 22 号）」7.(2)③に該当するとのステラケミファの会計監査人の意見を踏まえ、ステラケミ

ファの当社株式の所有割合が 40％以上である間は当社を連結子会社とする会計処理が行われておりま

す。 

 

３．異動（予定）前後におけるステラケミファ株式会社の所有する議決権の数及び議決権所有割合 

 属  性 
議決権の数（議決権所有割合） 

直接所有分 間接所有分 合  計 

異  動  前 

（2021 年９月 30 日） 

主要株主である筆頭株主 

及び親会社 

127,600 個 

（44.55％） 
― 

127,600 個 

（44.55％） 

異  動  後 

（予  定） 

主要株主である筆頭株主 

及びその他の関係会社 

114,500 個 

（39.97％） 
― 

114,500 個 

（39.97％） 

（注）議決権の数（議決権所有割合）は、2021 年９月 30 日時点の発行済株式総数 28,646,700 株から、議決

権を有しない株式数 3,200 株（単位未満株式 3,200 株）を控除した総議決権の数 286,435 個に基づき

算出しております。 

 

４．開示対象となる非上場の親会社等の変更の有無等 

 該当事項はありません。 

 

５．今後の見通し 

 今回の親会社の異動による当社の業績に与える影響はありません。開示すべき業績への影響が生じた場合

は、速やかにお知らせいたします。 

 

以 上 


